
平成30年度最終補正予算（案）

Ⅰ 補正予算編成の基本的考え⽅

（１）補正予算の規模

区 分 今 回 補 正 既 定 予 算 計

⼀ 般 会 計 ４，７０３ 億円 ７兆 ５５２ 億円 ７兆５，２５５ 億円

特 別 会 計 ４４３ 億円 ５兆４，３８９ 億円 ５兆４，８３２ 億円

公 営 企 業 会 計 ― １兆９，５９１ 億円 １兆９，５９１ 億円

計 ５，１４７ 億円 １４兆４，５３１ 億円 １４兆９，６７８ 億円

今回補正
⼀般財源 特定財源

都税 地⽅譲与税 国庫⽀出⾦ 繰⼊⾦ 都債 繰越⾦ その他

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

４，７０３ ２，３２２ ３３２ ▲ ２８２ ３０２ ▲ ３６６ ２，３３３ ６３

 平成29年度決算剰余⾦や、現時点で執⾏しないことが明らかな不⽤額の精査などにより⽣み出

された財源を活⽤し、東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦への積⽴を⾏うことで、

⼤会経費6,000億円の財源を全額確保します。

 築地市場跡地について持続可能性の検証結果も踏まえ、中央卸売市場会計から⼀般会計に有償

所管換する経費を計上します。

 東京2020⼤会の⼤会経費Ｖ３の編成過程で明らかになった執⾏時期を踏まえ、共同実施事業

等を精査します。

 この他、都⺠⽣活に関わる必要な事項について、所要の経費を計上します。

Ⅱ 財政規模

（２）補正予算の財源（⼀般会計）
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平成29年度の社会資本等整備基⾦の取崩抑制額の⼀部を築地市場跡地の有償所管換経費に活⽤
します。

歳⼊の精査等（４，７０３億円）

Ⅲ 平成30年度最終補正予算の内容

 都税収⼊等の状況

 都税等 ２，６５３億円

 繰越⾦ ２，３３３億円

 基⾦繰⼊⾦（東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦） ▲ ４０２億円

 基⾦繰⼊⾦（社会資本等整備基⾦） １，０７０億円

企業収益が堅調に推移していることを背景に、都税は７年連続の増収となります。

東京2020⼤会の⼤会経費Ｖ３の編成過程で共同実施事業の執⾏時期が判明したことに伴う歳⼊
の減などを補正します。

区 分 平 成 ３ ０ 年 度
最 終 補 正 後

平 成 ３ ０ 年 度
当 初 予 算 増 ▲ 減

都 税 ５兆４，６５３ 億円 ５兆２，３３２ 億円 ２，３２２ 億円

う ち 法 ⼈ ⼆ 税 ２兆 ４８３ 億円 １兆８，６９０ 億円 １，７９３ 億円

地⽅法⼈特別譲与税 ２，７６１ 億円 ２，４３０ 億円 ３３２ 億円

合 計 ５兆７，４１５ 億円 ５兆４，７６２ 億円 ２，６５３ 億円

 その他の歳⼊ ▲ ９５１億円
歳出不⽤額の精査に伴う歳⼊の減や、事業進捗などに伴う歳⼊の増を補正します。
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歳出の精査等（▲６８６億円）

 予算の執⾏状況の精査 ▲２，７８８億円

 税収増などに伴う義務的な経費 ２，０６７億円

予算の執⾏状況の総点検を⾏い、現時点において不⽤額となることが明らかな事項などを精査します。

・給与費の精査

・契約差⾦、補助⾦の交付実績の減 など

・税連動経費（区市町村への交付⾦など）の増
・財政調整基⾦への義務積⽴
・国庫⽀出⾦返納⾦ など

 その他補正が必要な事項 ３５億円
・⽣活福祉資⾦の貸付原資の増
・東京都動産・債権担保融資（ＡＢＬ）制度の実績の伸びに伴う補正（債務負担⾏為） など

東京2020⼤会関連（▲３３億円）

 東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦への積⽴⾦ ３７７億円

 共同実施事業・競技施設整備 ▲４１０億円

平成29年度決算剰余⾦や不⽤額の精査などにより⽣み出された財源を活⽤し、東京オリンピック・
パラリンピック開催準備基⾦への積⽴を⾏うことで、⼤会経費6,000億円の財源を全額確保します。

特別会計の補正

 特別区財政調整会計（税連動） ４５４億円

 地⽅消費税清算会計（税連動） ２３０億円

東京2020⼤会の⼤会経費Ｖ３の編成過程で共同実施事業の執⾏時期が判明したことに伴い、年度中
の執⾏予定がない経費などを減額補正します。

築地市場跡地関連（５，４２３億円）

 築地市場跡地の有償所管換 ５，４２３億円
中央卸売市場会計の持続可能性の検証結果も踏まえ、築地市場跡地を中央卸売市場会計から有償所管
換する経費を計上します。
* 計上額は、⼟地処分に際して⼀般的に考慮すべき埋蔵⽂化財発掘調査費⽤等相当分として200億円（試算額）を留保した額です。

 ⽤地会計 ▲２４０億円
国有地（旧⼤⼿町政府刊⾏物サービスセンター跡地）購⼊経費を減額補正します。
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 築地市場跡地の⼀般会計への有償所管換に伴う収⼊ ５，６２３億円
築地市場跡地を⼀般会計に有償所管換することに伴う収⼊予算を計上します。

公営企業会計（中央卸売市場会計）の補正
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